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CSR における労働安全衛生の報告のための資料集 

2014.3.1 

 

 

 

労働安全衛生を継続的に改善し、その内容を報告することにより、 

CSR の取組みを推進します 
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はじめに 

 

 

私たちが CSR 関連報告書に記載されている労働安全衛生対策の記載状況の調査を始めた

2004 年には、主に環境側面にその主眼が置かれており、社会的側面、特に内部の構成員で

ある従業員に対する配慮に関する記述は一部の企業に限られました。その後、環境報告書

から CSR 報告書や環境・社会報告書などといったように、CSR 関連報告書の名称も変化し、

CSR 活動として行われる範囲が多くの企業で拡大していきました。また、社会的側面の中

で従業員への配慮が盛り込まれ、その一部として労働安全衛生対策が位置づけられる状況

が定着しました。 

労働安全衛生対策、すなわち従業員の生命と健康を守るための取組の成果は、単に法令

遵守の遵守だけでは達成できません。それぞれの企業の明確な方針に基づき、事業活動の

一部として捉えた自主的な活動の推進が不可欠になってきています。その意味で、労働安

全衛生対策を CSR 活動として推進し、その成果を公表することは、対策の推進の動機にも

なりますし、また企業に対する社会の認識の向上にも貢献するはずです。 

しかしこれまで、我が国の労働安全衛生対策の現状に合った資料が存在していなかった

ため、CSR 関連報告書に記載されている内容は、一般的な活動項目の羅列であったり、具

体的な活動が記載されていてもその成果がまったく示されていなかったりするものがほと

んどでした。そこで私たちは、各社における労働安全衛生対策の取組みの努力が適切に社

会に示されるよう、「CSR 活動における労働安全衛生対策に関する報告のための資料集」を

作成することしました。多くの企業で本資料集を参考にして労働安全衛生対策を記載して

いただくことによって、自社の取組を他社と比較できるようになりますし、対策自体の推

進のための指針としても活用いただけるのではないかと、期待しています。 

 

 

 

産業医科大学 産業生態科学研究所 教授（産業保健経営学研究室） 
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１．CSR について 

（１）CSR とは 

 CSR は、Corporate Social Responsibility の略で、「企業の社会的責任」と呼ばれていま

す。企業が社会の一員として、社会に対して果たすべき役割と責任、です。つまり、企業

が社会の一員として、社会と企業の持続的発展を目指して、経営戦略の一部に位置づけ、

さまざまなステークホルダー（利害関係者）との相互交流を深め、経済・環境・社会問題

について、社会の信頼を得るために果たすべき自主的取組みです。ステークホルダーには、

顧客・消費者、従業員、株主等が含まれています。 

 

（２）CSR 関連報告書 

 多くの企業は、自社の CSR 活動を報告書としてまとめています。報告書の名称は、環境

報告書、環境・社会報告書、CSR 報告書、サステナビリティ・レポートなど、様々です。

本資料集では、これらをまとめて「CSR 関連報告書」と称します。最近では、財務情報と

統合して報告する企業もあります。 

 産業医科大学では、2004 年度から 2012 年度にかけて、東証一部上場企業が紙媒体、ま

たは、PDF ファイル形式で発行した CSR 関連報告書の内容について、記載内容と記載量を

調査してきました。 

 

表 1．東証一部上場企業の CSR 関連報告書の発行数およびタイトルの推移 

 

 

発行年 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
東証一部上場企業 1583 1661 1706 1723 1736 1734 1707 1702 1717
報告書公開企業

数 412 492 571 567 577 612 629 624 668
％ 26.0% 29.6% 33.5% 32.9% 33.2% 35.3% 36.8% 36.7% 38.9%

報告書タイトル（N)
　環境報告書 288 257 207 136 122 132 101 90 87
　環境社会報告書 80 129 161 149 144 132 133 132 137
　CSR報告書 24 77 156 210 237 275 294 294 336
　sustainability report 13 14 20 19 24 21 25 18 20
　その他 7 15 27 53 50 53 76 90 88

産業医科大学産業医実務研修センターの研究チームによって、2004 年から

2012 年まで、各年度の東洋経済新報社 会社四季報（秋号）に掲載されている

東証一部上場企業のホームページをすべて検索し、掲載されている CSR 関連

報告書を閲覧・調査しました。 

 本資料集では、その研究結果（データ）をお示しいたします。 
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図 1．CSR 関連報告書のタイトル名の推移 

 

 2004 年当初は「環境報告書」の名称が使用され、記載内容も環境に関する活動に限定し

ていましたが、徐々に「CSR 報告書」の名称が使用されるようになりました。記載内容も、

環境に関することのみでなく、社会活動も含めて幅広くなっています。 

 近年では、紙媒体で CSR 関連報告書を発行する企業の数は減り、PDF ファイル形式やウ

ェブページに直接、活動内容を掲載する企業が増えてきています。 

 

２．資料集作成について 

（１）資料集の目的と内容 

 この資料集は、初めて CSR 関連報告書を作成し労働安全衛生の報告を行おうと考えてい

る事業者の方々はもとより、既に労働安全衛生の報告を行っている事業者の方々にも、効

果的・効率的に安全衛生活動を行ううえでより充実した報告を行うための参考となるよう

作成したものです。 

本資料集は、特に継続的改善の考え方を重要視して作成しました。効果的・効率的な安

全衛生活動とは、安全衛生活動の方針、目標を設定し、活動後に適切に評価して改善に結

びつける、いわゆる PDCA (Plan-Do-Check-Act) サイクルを円滑にまわすことが重要と考
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えます。つまり、労働安全衛生活動を、マネジメントシステムの考え方に基づいて活動を

行うことです。 

本資料集は、CSR に関する各種ガイドライン、文献を参照しつつ、現状を踏まえ、望ま

しいと思われる方向及び内容を考え、まとめました。しかし、ここで取り上げた項目及び

情報・指標は必要十分なものを限定列挙したものではなく、現時点での検討結果をまとめ

たものです。本資料集自体も継続的改善のために、今後改訂を重ねていく予定です。 

本資料集の作成に関わったメンバーは、産業保健（労働衛生）の専門家です。そのため、

安全衛生活動のなかでも産業保健（労働衛生）活動にやや重きが置かれていることをご了

承ください。 

 

（２）資料集の対象 

 この資料集は、日本において CSR 関連報告書を作成・発行する企業において、報告書の

なかの労働安全衛生の箇所を執筆する方を対象と想定しています。ただし、報告書を作成・

発行していない企業でも、自社の活動を管理（マネジメント）し、継続的改善を行うため

には、記録を残しておくことは大変重要なことであり、本資料集はその一助となると考え

ます。 

 本資料集に記載しているデータの多くは、東証一部上場企業のデータを集計したもので

す。現在、日本において、資金及び人材が比較的抱負である事業者を中心に CSR 活動が行

われています。将来的には、中小企業を含めたすべての企業が作成・公表していくことが

望ましいと思います。 

 

（３）何のために CSR 関連報告書を作成するか 

 CSR 関連報告書の読者は、ステークホルダー（利害関係者）です。顧客・消費者、従業

員、地域社会、株主等の投資家などです。 

 企業の社会的責任では、単に CSR 活動を行うのみでなく、活動の内容をステークホルダ

ーに説明する（説明責任を果たすこと；Accountability）も含まれています。そのため、CSR

関連報告書を発行・公表すること自体が、CSR 活動といえます。 

 CSR 関連報告書を発行・公表することで、企業にどのようなメリットがあるか、考えて

みたいと思います。CSR 活動を行うことは、社会や環境に関わる事業機会を獲得し、事業

リスクを回避するという意味で、企業価値を高めます。また、企業イメージや長期投資家

の投資行動にもプラスの影響を与えるといわれています。ただし、そのためには社外のス

テークホルダーに広く自社の CSR 活動を知ってもらう必要があり、その媒体の一つが CSR

関連報告書です。 

 社内においても、様々な活用場面があります。CSR 関連報告書は、自社の基本的な情報

に加え、経営方針、企業活動とともに、環境活動、社会的活動等、幅広い情報が掲載され

ています。従業員に対して、企業活動の詳細と自社の社会的意義を教育する教科書として、
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格好の教材となります。そのため、従業員のモチベーションアップも期待できます。労働

組合においては、自社の労働安全衛生活動を含めた CSR 活動を改善するための提案を行う

ための大切な情報源となります。 

 つまり、CSR 関連報告書は、社外では企業価値を高め、社内ではより良い活動へと改善

するための道具となるのです。 

 

３．労働安全衛生 

（１）企業は何のために労働安全衛生に取り組むか 

 企業が安全衛生活動に取り組む目的は様々です。 

・法令順守 

労働安全衛生法 第 3 条 1 項 

事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、

快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保

するようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に関する

施策に協力するようにしなければならない。 

 

労働契約法 第 5条 

使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働するこ

とができるよう、必要な配慮をするものとする。 

 

・リスク管理 

 （例）過労死対策 

・人的資源管理（人材（人財）を怪我や病気から未然に防ぐ） 

・福利厚生（特に健康管理では福利厚生が目的の 1 つです） 

・生産性向上 

・CSR 

などがあります。 

 

（２）CSR における労働安全衛生 

 企業が社会的責任を果たすべき対象であるステークホルダー（利害関係者）には、従業

員も含まれています。そのため、従業員に対する安全と健康の取組みは、CSR 活動の一環

と捉えられています。そのことは、各種ガイドラインにも定められています。 
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 2010 年 11 月 1 日に発行された、ISO26000:2010 には、次のように記載されています。 

6.4．6 労働慣行に関する課題 4：労働における安全衛生 

労働における安全衛生は、労働者の高次な身体的、精神的及び社会的福祉を促進し維持

すること、並びに労働条件によって生じる健康被害を防止することに関係する。また、健

康に悪影響を及ぼすリスクから労働者を保護すること、並びに職場環境を労働者の生理的

及び精神的要求に適応されることにも関係する。 

 業務上の疾病、傷病及び死亡によって社会が負う経済的及び社会的負担は大きい。労働

者にとって有害である偶発的及び慢性的な汚染、その他の職業災害は、コミュニティ及び

環境に対しても重大な影響を及ぼすかもしれない。安全衛生の問題は、危険な設備、プロ

セス、慣行及び（化学的、物理的及び生物的）物質から発生する。 

 

 2010 年 9 月 14 日に改定された日本経済団体連合会が定める、企業行動憲章―社会の信

頼と共感を得るために―のなかで 10 原則が規定されています。その 4 番目に、次のように

記載されています。 

4．従業員の多様性、人格、個性を尊重するとともに、安全で働きやすい環境を確保し、ゆ

とりと豊かさを実現する。 

4-3 労働災害を防止し、従業員の健康づくりを支援する。 

《基本的心構え・姿勢》 

 従業員の安全と健康の確保は企業経営における最優先事項の一つである。経営トップの

率先垂範の下に、労働災害の防止と従業員の健康保持増進の積極支援を図るため、労働安

全衛生対策を推進する体制づくりを行う。その取り組みは、中高齢者にとっても効果的な

ものとなるよう留意する。また、職場における雇用・就労形態の多様化にも配慮すること

が求められる。 

表 2．報告書発行企業の平均ページ数（全体および各分野） 

 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
ページ数(平均）

　全体 34.1 34.7 37.2 39.3 39.7 38.6 40.1 40.6 43.0
　環境 20.8 17.8 17.7 13.8 12.9 12.3 12.8 11.7 11.9
　社会 1.9 5.8 8.6 7.0 8.5 6.8 7.8 6.9 10.3
　労働安全衛生 0.6 0.8 1.2 1.1 1.2 1.2 1.4 1.3 1.1
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図 2．報告書における安全衛生活動の記載割合（％） 

 

４．GRI ガイドライン 

 GRI（Global Reporting Initiative）は、オランダに本部を置く NGO で、UNEP（国連

環境計画）の公認協力機関です。その GRI が、CSR 活動の報告を行う際の指針となり、効

率的な報告を行う手助けとなるためのガイドラインを作成しており、GRI ガイドラインと

呼ばれています。その第 4 版のなかで、労働安全衛生は、カテゴリー：社会、サブカテゴ

リー：労働慣行とディーセント・ワークに記載されています。 

側面: 労働安全衛生  

G4-LA5  

労働安全衛生プログラムについてモニタリング、助言を行う労使合同安全衛生委員会に代

表を送る母体となっている 

総労働力の比率  

a. 公式の労使合同安全衛生委員会のそれぞれの委員について、組織内における通常の活動

レベルを報告する。  

b. 公式の労使合同安全衛生委員会に代表を送る母体となっている総労働力の比率を報告す

る。  

表 3．LA5 労使合同安全衛生委員会の記載社数・率 

 

 

 G4-LA6  

傷害の種類と、傷害・業務上疾病・休業日数・欠勤の比率および業務上の死亡者数（地域

別、男女別）  

a. 総労働力（全従業員と派遣労働者の合計）を対象に傷害の種類、傷害率（IR）、業務上疾

51.2%

57.1%

69.2%

68.3%

73.7%

73.4%

76.8%

73.9%

76.3%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
記載数 48 75 128 139 126 154 225
記載率 12.2% 19.4% 30.1% 31.0% 26.1% 33.4% 44.1%

安全衛生活動が

記載されているペ

ージ数は少ない（平

均 1 ページ前後, 表

2）であるが、ほと

んどの企業（75%以

上, 図 2）で記載さ

れている。 
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病率（ODR）、休業日数率 

（LDR）、欠勤率（AR）、および業務上の死亡者数を、次の内訳により報告する。  

 地域  

 性別  

b. 事業所内に勤務する請負業者（組織が労働環境の全般的安全性について法的責任を負っ

ている者）を対象に傷害の 

種類、傷害率（IR）、業務上疾病率（ODR）、休業日数率（LDR）、欠勤率（AR）、および

業務上の死亡者数を、次の内 

訳により報告する。  

 地域  

 性別  

c. 災害統計の記録、報告に適用する規則体系を報告する。  

 

表 4．LA6. の記載社数・率 

 

 

G4-LA7  

業務関連の事故や疾病発症のリスクが高い労働者数  

a. 事故率や特定疾病発症率の高い業務活動に従事する労働者の有無を報告する。  

 

G4-LA8  

労働組合との正式協定に定められている安全衛生関連のテーマ  

a. 労働組合（各地域、全世界のいずれか）と締結した正式協定で、安全衛生を定めている

か否かを報告する。 

b. 定めている場合、安全衛生に関する様々なテーマが協定上でどの程度盛り込まれている

か、比率で報告する。  

 

表 5．LA8. の記載社数・率 

 

 

 

 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
LA6. 記載数 4 9 7 3 9 6 5
LA6. 記載率 1.0% 2.3% 1.6% 0.7% 1.9% 1.3% 1.0%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
LA8 12 10 54 33 32 73 75
LA8 3.0% 2.6% 12.7% 7.3% 6.6% 15.8% 14.7%



 

５．CSR

「労働安全衛生の

について解説します。

表 6．労働安全衛生マネジメントシステム

（１）

 労働安全衛生の目指すべき姿を熟慮し、労働安全衛生活動の方針を定めます。本方針に

基づき、年間目標・計画をつくることが一般的です。

 表

方針や目標・計画

表 7．方針、計画等の記載社数・率

株式会社

OHSMS記載数

OHSMS記載率

2004
170

80.6%

CSR 関連報告書に記載すべき労働安全衛生活動の内容

労働安全衛生の

について解説します。

．労働安全衛生マネジメントシステム

（１）方針、目標・計画

労働安全衛生の目指すべき姿を熟慮し、労働安全衛生活動の方針を定めます。本方針に

基づき、年間目標・計画をつくることが一般的です。

表 7 の通り、多くの企業で、方針、計画等を

方針や目標・計画

．方針、計画等の記載社数・率

株式会社 小松製作所の安全衛生方針（ホームページより）

2004
OHSMS記載数 49
OHSMS記載率 23.2%

2004 2005
170 161

80.6% 57.3%

関連報告書に記載すべき労働安全衛生活動の内容

労働安全衛生の PDCA

について解説します。 

．労働安全衛生マネジメントシステム

方針、目標・計画 (Plan)

労働安全衛生の目指すべき姿を熟慮し、労働安全衛生活動の方針を定めます。本方針に

基づき、年間目標・計画をつくることが一般的です。

の通り、多くの企業で、方針、計画等を

方針や目標・計画は、自社の方針・目標を立案する際に大変参考になると考えられます。

．方針、計画等の記載社数・率

小松製作所の安全衛生方針（ホームページより）

2004 2005
49 103

23.2% 36.7%

2006
215

54.4%

関連報告書に記載すべき労働安全衛生活動の内容

PDCA をまわす」という観点から、

．労働安全衛生マネジメントシステム(OSHMS)

(Plan) 

労働安全衛生の目指すべき姿を熟慮し、労働安全衛生活動の方針を定めます。本方針に

基づき、年間目標・計画をつくることが一般的です。

の通り、多くの企業で、方針、計画等を

は、自社の方針・目標を立案する際に大変参考になると考えられます。

．方針、計画等の記載社数・率 

小松製作所の安全衛生方針（ホームページより）

2006 2007
110 63

27.8% 16.3%

2007 2008
229 204

59.2% 48.0%
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関連報告書に記載すべき労働安全衛生活動の内容

まわす」という観点から、

(OSHMS)の記載社数・率

労働安全衛生の目指すべき姿を熟慮し、労働安全衛生活動の方針を定めます。本方針に

基づき、年間目標・計画をつくることが一般的です。

の通り、多くの企業で、方針、計画等を CSR

は、自社の方針・目標を立案する際に大変参考になると考えられます。

小松製作所の安全衛生方針（ホームページより）

2007 2008
63 123

16.3% 28.9%

2008 2009
204 216

48.0% 48.1%

関連報告書に記載すべき労働安全衛生活動の内容 

まわす」という観点から、CSR 関連報告書に記載すべき内容

の記載社数・率 

労働安全衛生の目指すべき姿を熟慮し、労働安全衛生活動の方針を定めます。本方針に

基づき、年間目標・計画をつくることが一般的です。 

CSR 関連報告書に記載しています。他社の

は、自社の方針・目標を立案する際に大変参考になると考えられます。

小松製作所の安全衛生方針（ホームページより） 

2009 2010
148 90

33.0% 18.6%

2009 2010
217

48.1% 44.9%

関連報告書に記載すべき内容

労働安全衛生の目指すべき姿を熟慮し、労働安全衛生活動の方針を定めます。本方針に

関連報告書に記載しています。他社の

は、自社の方針・目標を立案する際に大変参考になると考えられます。

2010 2011
90 203

18.6% 44.0%

2011 2012
292 345

63.3% 67.6%

関連報告書に記載すべき内容

 

労働安全衛生の目指すべき姿を熟慮し、労働安全衛生活動の方針を定めます。本方針に

関連報告書に記載しています。他社の

は、自社の方針・目標を立案する際に大変参考になると考えられます。

 

 

2012
168

32.9%

2012
345

67.6%

関連報告書に記載すべき内容

労働安全衛生の目指すべき姿を熟慮し、労働安全衛生活動の方針を定めます。本方針に

関連報告書に記載しています。他社の

は、自社の方針・目標を立案する際に大変参考になると考えられます。 



 

（２）

安全衛生活動では、良好事例を共有し、水平展開することは有効な方法です。

CSR

体の安全衛生レベルを向上させる大切な取り組みです。

 産業保健活動のなかで、メンタルヘルス活動は大きな課題となっており、企業における

経営上のリスクともなっています。メンタルヘルスに関する取組について、

書における記載状況は以下の通りです。

表 8．メンタルヘルスに関する記述があった企業数・率

図 3．メンタルヘルスに関する各個別活動の記載数の推移

2004
130

31.6%

0

50

100

150

200

250

（２）活動内容 

安全衛生活動では、良好事例を共有し、水平展開することは有効な方法です。

CSR 関連報告書で自社の良好事例を写真等を使ってわかりやすく公開することは、社会全

体の安全衛生レベルを向上させる大切な取り組みです。

産業保健活動のなかで、メンタルヘルス活動は大きな課題となっており、企業における

経営上のリスクともなっています。メンタルヘルスに関する取組について、

書における記載状況は以下の通りです。

．メンタルヘルスに関する記述があった企業数・率

．メンタルヘルスに関する各個別活動の記載数の推移

2004 2005
130 205

31.6% 41.7%

2004年

ストレス等調査

 (Do) 

安全衛生活動では、良好事例を共有し、水平展開することは有効な方法です。

関連報告書で自社の良好事例を写真等を使ってわかりやすく公開することは、社会全

体の安全衛生レベルを向上させる大切な取り組みです。

産業保健活動のなかで、メンタルヘルス活動は大きな課題となっており、企業における

経営上のリスクともなっています。メンタルヘルスに関する取組について、

書における記載状況は以下の通りです。

．メンタルヘルスに関する記述があった企業数・率

．メンタルヘルスに関する各個別活動の記載数の推移

2005 2006
294

41.7% 51.5%

2005年 2006

ストレス等調査 社内相談窓口

安全衛生活動では、良好事例を共有し、水平展開することは有効な方法です。

関連報告書で自社の良好事例を写真等を使ってわかりやすく公開することは、社会全

体の安全衛生レベルを向上させる大切な取り組みです。

 株式会社吉野家の良好事例（

産業保健活動のなかで、メンタルヘルス活動は大きな課題となっており、企業における

経営上のリスクともなっています。メンタルヘルスに関する取組について、

書における記載状況は以下の通りです。

．メンタルヘルスに関する記述があった企業数・率

．メンタルヘルスに関する各個別活動の記載数の推移

2007
292

51.5%

2006年 2007年

社内相談窓口
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安全衛生活動では、良好事例を共有し、水平展開することは有効な方法です。

関連報告書で自社の良好事例を写真等を使ってわかりやすく公開することは、社会全

体の安全衛生レベルを向上させる大切な取り組みです。

会社吉野家の良好事例（

産業保健活動のなかで、メンタルヘルス活動は大きな課題となっており、企業における

経営上のリスクともなっています。メンタルヘルスに関する取組について、

書における記載状況は以下の通りです。 

．メンタルヘルスに関する記述があった企業数・率 

．メンタルヘルスに関する各個別活動の記載数の推移 

2008 2009
337

58.4% 55.1%

年 2008年

社外相談窓口

安全衛生活動では、良好事例を共有し、水平展開することは有効な方法です。

関連報告書で自社の良好事例を写真等を使ってわかりやすく公開することは、社会全

体の安全衛生レベルを向上させる大切な取り組みです。 

会社吉野家の良好事例（CSR

産業保健活動のなかで、メンタルヘルス活動は大きな課題となっており、企業における

経営上のリスクともなっています。メンタルヘルスに関する取組について、

 

2009 2010
337 342

55.1% 54.4%

2009年 2010

社外相談窓口 従業員教育

安全衛生活動では、良好事例を共有し、水平展開することは有効な方法です。

関連報告書で自社の良好事例を写真等を使ってわかりやすく公開することは、社会全

CSR 報告書 2013

産業保健活動のなかで、メンタルヘルス活動は大きな課題となっており、企業における

経営上のリスクともなっています。メンタルヘルスに関する取組について、

2010 2011
342 340

54.4% 54.5%

2010年 2011年

従業員教育 管理職教育

安全衛生活動では、良好事例を共有し、水平展開することは有効な方法です。 

関連報告書で自社の良好事例を写真等を使ってわかりやすく公開することは、社会全

2013 より） 

産業保健活動のなかで、メンタルヘルス活動は大きな課題となっており、企業における

経営上のリスクともなっています。メンタルヘルスに関する取組について、CSR 関連報告

 

2011 2012
384

54.5% 57.5%

年 2012年

管理職教育

関連報告書で自社の良好事例を写真等を使ってわかりやすく公開することは、社会全

産業保健活動のなかで、メンタルヘルス活動は大きな課題となっており、企業における

関連報告

 

 



 

（３）

 適切に評価を行うことは、効果的・効率的な活動を推進するために重要な要素です。

 労働安全衛生活動では、活動の成果がすぐにでるとは限りません。また、どれだけ良い

活動を行っても、様々な不確定要素により事故や災害は起こりえます。そのため、より良

い活動へと改善することを目的とした評価では、最終的なアウトカムのみでなく、活動そ

のものの進捗を含めて評価することが重要です。

 評価の種類は、以下のように分類できます。

 

プロセス評価：

システムの手順どおりに活動が実行されているかど

パフォーマンス評価：

  目的を達成するうえで有効と考えられる行動が実行されているかどうかの評価

アウトカム評価：

  目的とする効果があがっているかどうかの評価

 

例えば、「虚血性心疾患発症予防のための禁煙教育」の評価であれば、

プロセス評価

パフォーマンス評価：禁煙達成者数

アウトカム評価

のように、多面的に評価を行います。

 

プロセス評価の良好事例を示します。教育の内容、実施時期、参加者数を記載しています。

 

安全衛生教育の実施状況（東京ガス株式会社のホームページより）

 

（３）評価 (Check)

適切に評価を行うことは、効果的・効率的な活動を推進するために重要な要素です。

労働安全衛生活動では、活動の成果がすぐにでるとは限りません。また、どれだけ良い

活動を行っても、様々な不確定要素により事故や災害は起こりえます。そのため、より良

い活動へと改善することを目的とした評価では、最終的なアウトカムのみでなく、活動そ

のものの進捗を含めて評価することが重要です。

評価の種類は、以下のように分類できます。

プロセス評価：

システムの手順どおりに活動が実行されているかど

パフォーマンス評価：

目的を達成するうえで有効と考えられる行動が実行されているかどうかの評価

アウトカム評価：

目的とする効果があがっているかどうかの評価

例えば、「虚血性心疾患発症予防のための禁煙教育」の評価であれば、

プロセス評価   

パフォーマンス評価：禁煙達成者数

アウトカム評価

のように、多面的に評価を行います。

プロセス評価の良好事例を示します。教育の内容、実施時期、参加者数を記載しています。

安全衛生教育の実施状況（東京ガス株式会社のホームページより）

(Check)・改善 

適切に評価を行うことは、効果的・効率的な活動を推進するために重要な要素です。

労働安全衛生活動では、活動の成果がすぐにでるとは限りません。また、どれだけ良い

活動を行っても、様々な不確定要素により事故や災害は起こりえます。そのため、より良

い活動へと改善することを目的とした評価では、最終的なアウトカムのみでなく、活動そ

のものの進捗を含めて評価することが重要です。

評価の種類は、以下のように分類できます。

プロセス評価： 

システムの手順どおりに活動が実行されているかど

パフォーマンス評価： 

目的を達成するうえで有効と考えられる行動が実行されているかどうかの評価

アウトカム評価： 

目的とする効果があがっているかどうかの評価

例えば、「虚血性心疾患発症予防のための禁煙教育」の評価であれば、

   ：教育の受講率

パフォーマンス評価：禁煙達成者数

アウトカム評価  ：虚血性心疾患の発症者数

のように、多面的に評価を行います。

プロセス評価の良好事例を示します。教育の内容、実施時期、参加者数を記載しています。

安全衛生教育の実施状況（東京ガス株式会社のホームページより）

 (Act) 

適切に評価を行うことは、効果的・効率的な活動を推進するために重要な要素です。

労働安全衛生活動では、活動の成果がすぐにでるとは限りません。また、どれだけ良い

活動を行っても、様々な不確定要素により事故や災害は起こりえます。そのため、より良

い活動へと改善することを目的とした評価では、最終的なアウトカムのみでなく、活動そ

のものの進捗を含めて評価することが重要です。

評価の種類は、以下のように分類できます。

システムの手順どおりに活動が実行されているかど

目的を達成するうえで有効と考えられる行動が実行されているかどうかの評価

目的とする効果があがっているかどうかの評価

例えば、「虚血性心疾患発症予防のための禁煙教育」の評価であれば、

：教育の受講率 

パフォーマンス評価：禁煙達成者数 

：虚血性心疾患の発症者数

のように、多面的に評価を行います。 

プロセス評価の良好事例を示します。教育の内容、実施時期、参加者数を記載しています。

安全衛生教育の実施状況（東京ガス株式会社のホームページより）
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適切に評価を行うことは、効果的・効率的な活動を推進するために重要な要素です。

労働安全衛生活動では、活動の成果がすぐにでるとは限りません。また、どれだけ良い

活動を行っても、様々な不確定要素により事故や災害は起こりえます。そのため、より良

い活動へと改善することを目的とした評価では、最終的なアウトカムのみでなく、活動そ

のものの進捗を含めて評価することが重要です。 

評価の種類は、以下のように分類できます。 

システムの手順どおりに活動が実行されているかど

目的を達成するうえで有効と考えられる行動が実行されているかどうかの評価

目的とする効果があがっているかどうかの評価

例えば、「虚血性心疾患発症予防のための禁煙教育」の評価であれば、

 

 

：虚血性心疾患の発症者数 

 

プロセス評価の良好事例を示します。教育の内容、実施時期、参加者数を記載しています。

安全衛生教育の実施状況（東京ガス株式会社のホームページより）

適切に評価を行うことは、効果的・効率的な活動を推進するために重要な要素です。

労働安全衛生活動では、活動の成果がすぐにでるとは限りません。また、どれだけ良い

活動を行っても、様々な不確定要素により事故や災害は起こりえます。そのため、より良

い活動へと改善することを目的とした評価では、最終的なアウトカムのみでなく、活動そ

 

システムの手順どおりに活動が実行されているかどうかの評価

目的を達成するうえで有効と考えられる行動が実行されているかどうかの評価

目的とする効果があがっているかどうかの評価 

例えば、「虚血性心疾患発症予防のための禁煙教育」の評価であれば、

 

プロセス評価の良好事例を示します。教育の内容、実施時期、参加者数を記載しています。

安全衛生教育の実施状況（東京ガス株式会社のホームページより） 

適切に評価を行うことは、効果的・効率的な活動を推進するために重要な要素です。

労働安全衛生活動では、活動の成果がすぐにでるとは限りません。また、どれだけ良い

活動を行っても、様々な不確定要素により事故や災害は起こりえます。そのため、より良

い活動へと改善することを目的とした評価では、最終的なアウトカムのみでなく、活動そ

うかの評価 

目的を達成するうえで有効と考えられる行動が実行されているかどうかの評価

例えば、「虚血性心疾患発症予防のための禁煙教育」の評価であれば、 

プロセス評価の良好事例を示します。教育の内容、実施時期、参加者数を記載しています。

適切に評価を行うことは、効果的・効率的な活動を推進するために重要な要素です。

労働安全衛生活動では、活動の成果がすぐにでるとは限りません。また、どれだけ良い

活動を行っても、様々な不確定要素により事故や災害は起こりえます。そのため、より良

い活動へと改善することを目的とした評価では、最終的なアウトカムのみでなく、活動そ

目的を達成するうえで有効と考えられる行動が実行されているかどうかの評価 

プロセス評価の良好事例を示します。教育の内容、実施時期、参加者数を記載しています。

適切に評価を行うことは、効果的・効率的な活動を推進するために重要な要素です。 

労働安全衛生活動では、活動の成果がすぐにでるとは限りません。また、どれだけ良い

活動を行っても、様々な不確定要素により事故や災害は起こりえます。そのため、より良

い活動へと改善することを目的とした評価では、最終的なアウトカムのみでなく、活動そ

プロセス評価の良好事例を示します。教育の内容、実施時期、参加者数を記載しています。 

 



 

 アウトカム資料では、

く使用される評価指標です。国の労働災害統計には、業務別、従業員規模別の数値が公開

されているため、自社の数字を比較・検討することが可能です。

（労働災害統計：

表 9．労災件数、度数率・強度率、事業活動損失日数の記載

リンガーハットグループ社会・環境報告書

労働災害度数率・強度率推移（ブラザー工業株式会社

（注意点）

働災害動向調査などでは、

算出されていますが、

労災発生件数

度数率

事業活動損失日数

強度率

アウトカム資料では、

く使用される評価指標です。国の労働災害統計には、業務別、従業員規模別の数値が公開

されているため、自社の数字を比較・検討することが可能です。

（労働災害統計：

．労災件数、度数率・強度率、事業活動損失日数の記載

リンガーハットグループ社会・環境報告書

労働災害度数率・強度率推移（ブラザー工業株式会社

（注意点）度数率は、

働災害動向調査などでは、

算出されていますが、

労災発生件数

度数率

事業活動損失日数

強度率

アウトカム資料では、労働安全においては、度数率、強度率、労働災害発生件数等がよ

く使用される評価指標です。国の労働災害統計には、業務別、従業員規模別の数値が公開

されているため、自社の数字を比較・検討することが可能です。

（労働災害統計：http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/tok/toukei_index.html

．労災件数、度数率・強度率、事業活動損失日数の記載

リンガーハットグループ社会・環境報告書

労働災害度数率・強度率推移（ブラザー工業株式会社

は、中央労働災害防止協会が発行している「安全の指標」や厚生労働省の行っている労

働災害動向調査などでは、「休業

算出されていますが、ブラザー工業（株）

2004 2005
137

64.9% 46.3%
110

52.1% 44.1%
43

20.4% 18.1%
3

1.4%

労働安全においては、度数率、強度率、労働災害発生件数等がよ

く使用される評価指標です。国の労働災害統計には、業務別、従業員規模別の数値が公開

されているため、自社の数字を比較・検討することが可能です。

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/tok/toukei_index.html

．労災件数、度数率・強度率、事業活動損失日数の記載

リンガーハットグループ社会・環境報告書 2013

労働災害度数率・強度率推移（ブラザー工業株式会社

中央労働災害防止協会が発行している「安全の指標」や厚生労働省の行っている労

休業 1 日以上及び身体の一部又は機能を失う労働災害による死傷者数

ブラザー工業（株）では不休災害も含んだ数字になってい

2005 2006
130 138

46.3% 34.9%
124 175

44.1% 44.3%
51 81

18.1% 20.5%
3 20

1.1% 5.1%

14 

労働安全においては、度数率、強度率、労働災害発生件数等がよ

く使用される評価指標です。国の労働災害統計には、業務別、従業員規模別の数値が公開

されているため、自社の数字を比較・検討することが可能です。

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/tok/toukei_index.html

．労災件数、度数率・強度率、事業活動損失日数の記載

2013 より 

労働災害度数率・強度率推移（ブラザー工業株式会社 ホームページより）

中央労働災害防止協会が発行している「安全の指標」や厚生労働省の行っている労

日以上及び身体の一部又は機能を失う労働災害による死傷者数

では不休災害も含んだ数字になってい

2006 2007
175

34.9% 45.2%
181

44.3% 46.8%
74

20.5% 19.1%
14

5.1% 3.6%

労働安全においては、度数率、強度率、労働災害発生件数等がよ

く使用される評価指標です。国の労働災害統計には、業務別、従業員規模別の数値が公開

されているため、自社の数字を比較・検討することが可能です。

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/tok/toukei_index.html

．労災件数、度数率・強度率、事業活動損失日数の記載社数・率の推移

 

ホームページより）

中央労働災害防止協会が発行している「安全の指標」や厚生労働省の行っている労

日以上及び身体の一部又は機能を失う労働災害による死傷者数

では不休災害も含んだ数字になってい

2008 2009
183 158

43.1% 35.2%
180 198

42.4% 44.1%
85 101

20.0% 22.5%
16 7

3.8% 1.6%

労働安全においては、度数率、強度率、労働災害発生件数等がよ

く使用される評価指標です。国の労働災害統計には、業務別、従業員規模別の数値が公開

されているため、自社の数字を比較・検討することが可能です。 

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/tok/toukei_index.html

社数・率の推移 

 

ホームページより） 

中央労働災害防止協会が発行している「安全の指標」や厚生労働省の行っている労

日以上及び身体の一部又は機能を失う労働災害による死傷者数

では不休災害も含んだ数字になっている。 

2009 2010
158 182

35.2% 37.7%
198 200

44.1% 41.4%
101 95

22.5% 19.7%
7 9

1.6% 1.9%

労働安全においては、度数率、強度率、労働災害発生件数等がよ

く使用される評価指標です。国の労働災害統計には、業務別、従業員規模別の数値が公開

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/tok/toukei_index.html） 

中央労働災害防止協会が発行している「安全の指標」や厚生労働省の行っている労

日以上及び身体の一部又は機能を失う労働災害による死傷者数」により

 

2011 2012
175

38.0% 35.5%
196

42.5% 45.5%
90

19.5% 19.8%
19

4.1% 1.8%

労働安全においては、度数率、強度率、労働災害発生件数等がよ

く使用される評価指標です。国の労働災害統計には、業務別、従業員規模別の数値が公開

 

 

中央労働災害防止協会が発行している「安全の指標」や厚生労働省の行っている労

により

2012
181

35.5%
232

45.5%
101

19.8%
9

1.8%



 

 一方、衛生・健康管理活動においては、国レベルの比較可能な評価指標が少ないのが現

状です。

 健康の取組

化学株式会社のホームページ（

疾病区分毎に休業日数が示され、経年変化を把握することができるため、社員の健康状態

の把握ができ、具体的な課題と対策を検討することができるようになります。また、完全

ではありません

 

 

日本において、数日の疾病休業は有給休暇を利用することが多く、把握可能な休業日数（何

日以上の疾病休業を把握できるか）は会社ごとに異なります。疾病休業を、度数率・強度

率のように比較可能な基準を設定し、データベース化することが今後の課題です。（業種別、

従業員規模別とともに、性・年齢で層別化して表示する。）

 

（４）

 方針に基づき目標・計画を立案し、活動を実施、それを評価して次の改善へと繋げるこ

とは、企業活動

に掲載することは、株主を含む社外の関係者に、自社の取組みを、説得力を持って説明す

ることができます。また、自社の取組みの貴重な資料として活用できます。

 

 

 

 

一方、衛生・健康管理活動においては、国レベルの比較可能な評価指標が少ないのが現

状です。 

健康の取組みの評価指標の

化学株式会社のホームページ（

疾病区分毎に休業日数が示され、経年変化を把握することができるため、社員の健康状態

の把握ができ、具体的な課題と対策を検討することができるようになります。また、完全

ではありませんが、取組

日本において、数日の疾病休業は有給休暇を利用することが多く、把握可能な休業日数（何

日以上の疾病休業を把握できるか）は会社ごとに異なります。疾病休業を、度数率・強度

率のように比較可能な基準を設定し、データベース化することが今後の課題です。（業種別、

従業員規模別とともに、性・年齢で層別化して表示する。）

（４）PDCA サイクル

方針に基づき目標・計画を立案し、活動を実施、それを評価して次の改善へと繋げるこ

とは、企業活動によって重要なことです。

に掲載することは、株主を含む社外の関係者に、自社の取組みを、説得力を持って説明す

ることができます。また、自社の取組みの貴重な資料として活用できます。

一方、衛生・健康管理活動においては、国レベルの比較可能な評価指標が少ないのが現

の評価指標の

化学株式会社のホームページ（

疾病区分毎に休業日数が示され、経年変化を把握することができるため、社員の健康状態

の把握ができ、具体的な課題と対策を検討することができるようになります。また、完全

が、取組みの効果測定として活用することもできます。

疾病休業の内訳（三井化学株式会社

日本において、数日の疾病休業は有給休暇を利用することが多く、把握可能な休業日数（何

日以上の疾病休業を把握できるか）は会社ごとに異なります。疾病休業を、度数率・強度

率のように比較可能な基準を設定し、データベース化することが今後の課題です。（業種別、

従業員規模別とともに、性・年齢で層別化して表示する。）

サイクル 

方針に基づき目標・計画を立案し、活動を実施、それを評価して次の改善へと繋げるこ

によって重要なことです。

に掲載することは、株主を含む社外の関係者に、自社の取組みを、説得力を持って説明す

ることができます。また、自社の取組みの貴重な資料として活用できます。

一方、衛生・健康管理活動においては、国レベルの比較可能な評価指標が少ないのが現

の評価指標の 1 つに、疾病休業（人数・日数）があります。下図は、三井

化学株式会社のホームページ（CSR 環境・社会）で掲載されている疾病休業の内訳です。

疾病区分毎に休業日数が示され、経年変化を把握することができるため、社員の健康状態

の把握ができ、具体的な課題と対策を検討することができるようになります。また、完全

の効果測定として活用することもできます。

疾病休業の内訳（三井化学株式会社

日本において、数日の疾病休業は有給休暇を利用することが多く、把握可能な休業日数（何

日以上の疾病休業を把握できるか）は会社ごとに異なります。疾病休業を、度数率・強度

率のように比較可能な基準を設定し、データベース化することが今後の課題です。（業種別、

従業員規模別とともに、性・年齢で層別化して表示する。）

方針に基づき目標・計画を立案し、活動を実施、それを評価して次の改善へと繋げるこ

によって重要なことです。

に掲載することは、株主を含む社外の関係者に、自社の取組みを、説得力を持って説明す

ることができます。また、自社の取組みの貴重な資料として活用できます。
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一方、衛生・健康管理活動においては、国レベルの比較可能な評価指標が少ないのが現

つに、疾病休業（人数・日数）があります。下図は、三井

環境・社会）で掲載されている疾病休業の内訳です。

疾病区分毎に休業日数が示され、経年変化を把握することができるため、社員の健康状態

の把握ができ、具体的な課題と対策を検討することができるようになります。また、完全

の効果測定として活用することもできます。

疾病休業の内訳（三井化学株式会社 

日本において、数日の疾病休業は有給休暇を利用することが多く、把握可能な休業日数（何

日以上の疾病休業を把握できるか）は会社ごとに異なります。疾病休業を、度数率・強度

率のように比較可能な基準を設定し、データベース化することが今後の課題です。（業種別、

従業員規模別とともに、性・年齢で層別化して表示する。）

方針に基づき目標・計画を立案し、活動を実施、それを評価して次の改善へと繋げるこ

によって重要なことです。PDCA サイクルの全プロセスを

に掲載することは、株主を含む社外の関係者に、自社の取組みを、説得力を持って説明す

ることができます。また、自社の取組みの貴重な資料として活用できます。

一方、衛生・健康管理活動においては、国レベルの比較可能な評価指標が少ないのが現

つに、疾病休業（人数・日数）があります。下図は、三井

環境・社会）で掲載されている疾病休業の内訳です。

疾病区分毎に休業日数が示され、経年変化を把握することができるため、社員の健康状態

の把握ができ、具体的な課題と対策を検討することができるようになります。また、完全

の効果測定として活用することもできます。

 ホームページより）

日本において、数日の疾病休業は有給休暇を利用することが多く、把握可能な休業日数（何

日以上の疾病休業を把握できるか）は会社ごとに異なります。疾病休業を、度数率・強度

率のように比較可能な基準を設定し、データベース化することが今後の課題です。（業種別、

従業員規模別とともに、性・年齢で層別化して表示する。） 

方針に基づき目標・計画を立案し、活動を実施、それを評価して次の改善へと繋げるこ

サイクルの全プロセスを

に掲載することは、株主を含む社外の関係者に、自社の取組みを、説得力を持って説明す

ることができます。また、自社の取組みの貴重な資料として活用できます。

一方、衛生・健康管理活動においては、国レベルの比較可能な評価指標が少ないのが現

つに、疾病休業（人数・日数）があります。下図は、三井

環境・社会）で掲載されている疾病休業の内訳です。

疾病区分毎に休業日数が示され、経年変化を把握することができるため、社員の健康状態

の把握ができ、具体的な課題と対策を検討することができるようになります。また、完全

の効果測定として活用することもできます。 

ホームページより） 

日本において、数日の疾病休業は有給休暇を利用することが多く、把握可能な休業日数（何

日以上の疾病休業を把握できるか）は会社ごとに異なります。疾病休業を、度数率・強度

率のように比較可能な基準を設定し、データベース化することが今後の課題です。（業種別、

方針に基づき目標・計画を立案し、活動を実施、それを評価して次の改善へと繋げるこ

サイクルの全プロセスを

に掲載することは、株主を含む社外の関係者に、自社の取組みを、説得力を持って説明す

ることができます。また、自社の取組みの貴重な資料として活用できます。

一方、衛生・健康管理活動においては、国レベルの比較可能な評価指標が少ないのが現

つに、疾病休業（人数・日数）があります。下図は、三井

環境・社会）で掲載されている疾病休業の内訳です。

疾病区分毎に休業日数が示され、経年変化を把握することができるため、社員の健康状態

の把握ができ、具体的な課題と対策を検討することができるようになります。また、完全

日本において、数日の疾病休業は有給休暇を利用することが多く、把握可能な休業日数（何

日以上の疾病休業を把握できるか）は会社ごとに異なります。疾病休業を、度数率・強度

率のように比較可能な基準を設定し、データベース化することが今後の課題です。（業種別、

方針に基づき目標・計画を立案し、活動を実施、それを評価して次の改善へと繋げるこ

サイクルの全プロセスを CSR 関連報告書

に掲載することは、株主を含む社外の関係者に、自社の取組みを、説得力を持って説明す

ることができます。また、自社の取組みの貴重な資料として活用できます。 

一方、衛生・健康管理活動においては、国レベルの比較可能な評価指標が少ないのが現

つに、疾病休業（人数・日数）があります。下図は、三井

環境・社会）で掲載されている疾病休業の内訳です。

疾病区分毎に休業日数が示され、経年変化を把握することができるため、社員の健康状態

の把握ができ、具体的な課題と対策を検討することができるようになります。また、完全

 

日本において、数日の疾病休業は有給休暇を利用することが多く、把握可能な休業日数（何

日以上の疾病休業を把握できるか）は会社ごとに異なります。疾病休業を、度数率・強度

率のように比較可能な基準を設定し、データベース化することが今後の課題です。（業種別、

方針に基づき目標・計画を立案し、活動を実施、それを評価して次の改善へと繋げるこ

関連報告書

に掲載することは、株主を含む社外の関係者に、自社の取組みを、説得力を持って説明す
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６．労働安全衛生会計の可能性 

（１）環境会計、CSR 会計 

 環境分野では、企業等が環境保全への取組を環境会計として表現することにより、利害

関係者が企業等の姿勢や取組を正しく理解し、評価、支援することが社会システムのひと

つとして定着しつつあります。環境省が「環境会計ガイドライン」を発行しています。そ

の中で、環境会計とは「企業等が、持続可能な発展を目指して、社会との良好な関係を保

ちつつ、環境保全への取組を効率的かつ効果的に推進していくことを目的として、事業活

動における環境保全のためのコストとその活動により得られた効果を認識し、可能な限り

定量的（貨幣単位又は物量単位）に測定し伝達する仕組み」と定義しています。 

 環境分野に限定せず、広く CSR 全般でおこなう取組を麗澤大学のチームが行っています。

その成果を R-BEC : CSR 会計ガイドライン として公表しています。環境会計と同様、活

動のコストと効果をできる限り定量的に可視化する、各種ステークホルダーとのコミュニ

ケーションを促進する、そして、PDCA サイクルにより CSR 活動を継続的に改善すること

を目指しています。 

 

（２）労働安全衛生会計、健康会計 

 「労働安全衛生会計」や「健康会計」という概念は、まだ確立的なものではありません。 

 「健康会計」という用語が初めて行政で使用されたのは「経済成長と公平性の両立に向

けて～「自立・共生社会」実現の道標～」（産業構造審議会 基本政策部会報告書、平成19

年10月、経済産業省）です。本報告書での7つの提言のなかの1つは、以下の通りです。 

提言６：働くことや生活を楽しむことができることを含めて、健康で自立して暮らすこと

ができる期間（健康寿命）の延伸を図り、失業・貧困に陥るリスクを減少させるため、予

防医療の促進とあわせ、「健康会計」の検討等、個人・企業の健康投資の充実を促す仕組

みづくりを進め、企業や社会における健康経営・健康増進の取組を促進する。 

これを受けて行われた検討会の「健康資本増進グランドデザインに関する調査研究報告書」

（平成 20 年 3 月、経済産業省経済産業政策局産業構造課）では、健康会計を次のように定

義しています。 

「企業（及び保険者）が CSR 活動の観点から健康資本増進活動の「費用」と「効果」を可

視化（「見える化」）するための健康情報ツール」 

 一部の企業では、安全衛生会計の取組みを始めています。 



 

環境保全、安全・防災、健康に関わる投資額・費用額の推移（帝人株式会社のホームページより）

2012 年度

 

 環境の取組みと異なり、安全衛生・健康の取組みでは、取組みの効果が出るまでの時間

が長期間となるものが多いこと、特に健康の結果は、個人の性・年齢や遺伝的要素が大き

く影響します。そのため、取組みと効果とが単純な因果関係とはなりません。取組みの効

果を貨幣化することは、安全や健康の価値を金銭額で換算することが必要となり、多くの

課題があります。

安全衛生活動を企業活動の一部として行うなかで、無限の投資ができるわけではありま

せん。限られた予算のなかで最大限の効果を得るためには、安全衛生活動の費用と効果を

できる限り可視化

 （３）、（４）では、その方法の具体例を示します。

環境保全、安全・防災、健康に関わる投資額・費用額の推移（帝人株式会社のホームページより）
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く影響します。そのため、取組みと効果とが単純な因果関係とはなりません。取組みの効
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く影響します。そのため、取組みと効果とが単純な因果関係とはなりません。取組みの効

果を貨幣化することは、安全や健康の価値を金銭額で換算することが必要となり、多くの

課題があります。 

安全衛生活動を企業活動の一部として行うなかで、無限の投資ができるわけではありま

せん。限られた予算のなかで最大限の効果を得るためには、安全衛生活動の費用と効果を

できる限り可視化して、活動を管理することは必要な取組みであると考えます。

（３）、（４）では、その方法の具体例を示します。
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が長期間となるものが多いこと、特に健康の結果は、個人の性・年齢や遺伝的要素が大き

く影響します。そのため、取組みと効果とが単純な因果関係とはなりません。取組みの効

果を貨幣化することは、安全や健康の価値を金銭額で換算することが必要となり、多くの

安全衛生活動を企業活動の一部として行うなかで、無限の投資ができるわけではありま

せん。限られた予算のなかで最大限の効果を得るためには、安全衛生活動の費用と効果を

して、活動を管理することは必要な取組みであると考えます。

（３）、（４）では、その方法の具体例を示します。
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（３）労働安全衛生活動コスト 

 労働安全衛生活動のコストを可視化するためには、労働安全衛生活動を列挙し、そのコ

ストを積み上げます。活動基準原価計算(Activity-based costing)の考え方に基づいて行う方

法です。 

 図 4 に、コストを計算するためのツールを示します。例えば、健康診断であれば、健康

診断受診者 1 人が 1 時間 30 分かけて就業時間内に受診した場合、その分の人件費も計算で

きるようになっています。これにより、どの活動に、いくらコストがかかっているかを可

視化することができます。 

 

図 4．安全衛生コスト集計表の１例（健康診断） 

 安全衛生コスト集計表、衛生・健康管理コスト集計表、健康管理コスト集計表を作成し、

ホームページに無償で公開しています。 

http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/health-accounting.html 

（４）労働安全衛生活動の効果 

 安全衛生活動の取組みに関する費用対効果を含む経済評価研究は、数多く行われていま

す。産業保健活動の経済評価研究をレビューし、その中で用いられている評価指標を列挙

し、分類したものを表 10 に示します。また、その関連性を図示したものが図 5 です。 

 

 

経費 減価償却 投資

経費額
（円）

減価償却費
（円）

投資額
（円）

一人1時間当
りの人件費

（円）
時間 人数 回数 合計（円）

合計に記載 経費 ¥10,500,000

人件費 ¥6,000 1.5 209 1 ¥1,881,000

人件費 ¥4,800 1.5 1091 1 ¥7,855,200

合計に記載 経費 （上記に算入）

一般社員が中心 人件費 ¥4,800 1 700 1 ¥3,360,000

肝機能、尿検査、
バイオロジカルモ
ニタリング

経費 ¥200,000

人件費 ¥6,000 1 6 2 ¥72,000

人件費 ¥4,800 1 24 2 ¥230,400

なし 経費 ¥0

人件費 ¥6,000 1 6 2 ¥72,000

人件費 ¥4,800 1 34 2 ¥326,400

健康診断 経費 ¥10,700,000

健康診断 減価償却費

健康診断 投資

健康診断 人件費 ¥13,797,000

詳細 費目

コスト

人件費に相当する費用

4. 健康診断

(1)健康診断（定期）

一般健康診断
全社員が対象

特殊健康診断

再検査

全社員が対象

二次検査
全社員が対象

小計

具体的活動内容 健診検査項目は法定基準に準じるよう全社統一。特殊健康診断には騒音健診も含まれる

効果



 

表 10．産業保健活動の評価指標

 

図 5．産業保健活動の評価指標の関連

 

 従業員の健康に対する取組みは、単に福利厚生のためのみでなく、労働生産性を向上に

貢献します。社会に対しては、年々増え続けている医療費の減少（上昇傾向の低減）に貢

献することになります。健康に対する取組みを

とは、企業イメージの向上にも繋がるでしょう。良い取組みを積極的に推進し、それを社

会に対して説明しようとする真摯な姿勢そのものが、企業価値向上へと結びつきます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果（便益）の享受者

対社会
対健康保険組合

対労働者

対企業

．産業保健活動の評価指標

．産業保健活動の評価指標の関連
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貢献します。社会に対しては、年々増え続けている医療費の減少（上昇傾向の低減）に貢

献することになります。健康に対する取組みを

とは、企業イメージの向上にも繋がるでしょう。良い取組みを積極的に推進し、それを社

会に対して説明しようとする真摯な姿勢そのものが、企業価値向上へと結びつきます。

効果（便益）の享受者

対社会
対健康保険組合

対労働者

対企業

．産業保健活動の評価指標 

．産業保健活動の評価指標の関連

従業員の健康に対する取組みは、単に福利厚生のためのみでなく、労働生産性を向上に
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献することになります。健康に対する取組みを

とは、企業イメージの向上にも繋がるでしょう。良い取組みを積極的に推進し、それを社

会に対して説明しようとする真摯な姿勢そのものが、企業価値向上へと結びつきます。

分類
健康の改善
満足度の向上
私生活の充実

帰属意識の向上
疾病休業の低減
労働生産性の向上
企業イメージの向上

医療費の減少

 

．産業保健活動の評価指標の関連 

従業員の健康に対する取組みは、単に福利厚生のためのみでなく、労働生産性を向上に
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とは、企業イメージの向上にも繋がるでしょう。良い取組みを積極的に推進し、それを社

会に対して説明しようとする真摯な姿勢そのものが、企業価値向上へと結びつきます。

検査値の改善, 生活習慣の改善, 症状の有訴率の改善
産業保健活動に対する満足度, 福利厚生施策に対する満足度
疾病による有給休暇取得日数の削減

帰属意識の向上 離職率の低下, 労働者のモラール向上
疾病休業の低減 疾病休業日数の低減, 疾病休業者数の減少, 復職後の継続出勤日数の延長
労働生産性の向上 プレゼンティーイズムの減少, 復職後の体調が良好, 製品の品質向上, 生産効率の向上
企業イメージの向上 企業イメージの向上, 新規採用に有利

医療費の減少, 労災保険給付金額の減少
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７．さいごに 

 働く人の安全と健康を守ること（安全衛生活動）は、すべての企業で最優先に取り組む

べき事項です。しかし、安全衛生活動に無限の時間・資金をかけることはできないため、

個々の企業は創意工夫をこらし活動を推進しています。 

 より良い取組みをするためには、まず良好事例を真似ること 

安全衛生活動の推進のためには、良好事例（Good Practice）の水平展開が有効です。 

 本資料集は、企業の枠を超え、良好事例が水平展開されていく社会を思い描いて作成し

ました。 

 より良い安全衛生活動を推進する文化 

 よい活動を積極的に社外に公表する文化 

 よい活動を取り入れる（真似る）文化 

を通じて、社会全体の共通価値である、働く人の安全と健康が確保されることを願ってい

ます。 
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